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１．健康づくり・保健サービス人材育成事業 概要

3

（１）実施主体：東京都

（２）委託先 ：財団法人東京都福祉保健財団（事業の運営）

（３）開始年度：平成19年度

（４）事業目的：東京都健康推進プラン21新後期5か年戦略に基づき、下記の人材育成を実施。

①特定健診・保健指導に従事する人材の育成

②地域・職域における健康づくり事業の指導者の育成

（５）研修体系（平成20年度から※）：

特定健診・保健指導事業従事者養成研修

基礎研修

健
康
づ
く
り
・保
健
サ
ー
ビ
ス

人
材
育
成
事
業

健康づくり事業推進指導者養成研修

事業評価研修

保健指導研修

保健指導スキルアップ研修

※平成19年度は準備事業の位置づけ

150分

360分

540分

1050分
（国基準より150分増）

【都独自】

【国基準】



２．特定健診・保健指導事業従事者養成研修について
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（１）事業年表

（２）年間スケジュール

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
募集 （HP・募集要項の郵送）

平成19年度 準備事業の実施

平成20年度
本格実施
研修ガイドラインに基づく研修（「基礎研修」・「事業評価研修」・「保健指導研修」の３領域）の実施
保健指導研修修了者への「フォローアップ研修」の実施

平成21年度 フォローアップ研修を「保健指導スキルアップ研修」に名称変更

平成22年度
本格実施後3か年の実績まとめ
事後評価アンケートの実施 ⇒今後2か年の事業の進め方を整理

平成23年度
研修内容の見直し
・研修ガイドラインに基づく研修⇒減少
・保健指導スキルアップ研修⇒増強 等

基礎

保健指導

事業評価

保健指導スキルアップ

事業評価・次年度研修計画策定

次年度予算要
求

都議会・一定・・・・・・（予算関係の動き）・・・・・

会議※への報告

※東京都健康推進プラン２１評価推進戦略会議等
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２．特定健診・保健指導事業従事者養成研修について

（３）研修の対象者

基礎研修
・都内の区市町村の専門職及び事務職
・都内に所在する医療保険者の専門職及び事務職
・都内に所在する特定保健指導機関の専門職及び事務職

事業評価研修
・都内の区市町村（国民健康保険主管部及び保健衛生主管部）の事務職、専門職
・都内に所在する医療保険者の事務職、専門職

保健指導研修
・都内の区市町村の専門職
・都内に所在する医療保険者の専門職
・都内に所在する特定保健指導機関の専門職

保健指導スキルアップ研修
下記の2項目を満たす者
① 平成20～22年度に「保健指導研修」を受講し、修了証を交付された者
② 現在、東京都内の特定保健指導実施機関（医療保険者、特定保健指導機関、区市町村）に所属している者

（４）研修修了者へ修了証の交付

「基礎研修」「事業評価研修」「保健指導研修」において、遅刻、早退等がな
く受講した場合、修了証を交付。
ただし、「基礎研修」を修了していない場合、「事業評価研修」「保健指導研

修」の修了証は交付しない。
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２．特定健診・保健指導事業従事者養成研修について

（５）研修の評価

○年度後半に事業評価及び次年度計画策定のための会議を都（実施主体）と福祉保健財団（委託先）とで実施。
主なメンバー：都 ：係長、保健師、事務担当者

財団：室長、保健師、管理栄養士、事務担当者
○全受講生に研修終了後アンケートを実施。講義の理解度、満足度などを5段階評価。その結果を数値化して評価。

○研修講師の研修後の意見を集約。
○平成22年度 保健指導研修修了者へ「事後評価アンケート」を実施し、研修見直しに活用（後述）。

⇒講師や運営スタッフ、受講生の声を評価に反映。次年度の研修プログラムを作成。

研修期間
◇アンケート
の実施
◇講師意見
聴取

研修期間
◇アンケート
の実施
◇講師意見
聴取

12月 会議①

◇アンケート
等の分析
◇運営上の課
題抽出等
◇国等の動向
把握

12月 会議①

◇アンケート
等の分析
◇運営上の課
題抽出等
◇国等の動向
把握

２月 会議③

◇プログラム
（案）の作成

⇒所管課の了解

２月 会議③

◇プログラム
（案）の作成

⇒所管課の了解

３月
次年度研修
プログラム
確定

３月
次年度研修
プログラム
確定

１月 会議②

◇プログラム
および研修講
師の検討

１月 会議②

◇プログラム
および研修講
師の検討
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３．研修実績

（１）養成人数の累計 （本格実施（平成20年度）以降から３年間）

都では、当時の国調査及び医療保険者の数などから３年間の養成目標人数を設定。

1,840

989 993

1,710

1,250

953

：養成目標人数
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３．研修実績

（２）所属別‐受講者層の変化

平成20年度 平成22年度

【基礎研修の特徴】
・区市町村・医療保険者が低下
・特定保健指導機関が大幅増加

【事業評価研修の特徴】
・区市町村が低下
・医療保険者が増加

【保健指導研修の特徴】
・区市町村・医療保険者が低下
・特定保健指導機関が大幅増加
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４．保健指導事後評価アンケートの取組

研修実施 評価 見直し・改善研修企画

研修終了後アンケート 実施
講師・担当者の所感まとめ 実施
受講生の事後評価 未実施

研修プログラムの評価

課題

◎受講生の研修終了後の動向が不明
事業の担当をしているのだろうか？
研修で得た知識は、現場で役に立っているのだろうか？

◎PDCAサイクルをより機能させるにはどうしたらいいのか

◎実績を数字で見せる必要性（予算要求、研修内容見直し等）

取組

◎保健指導研修修了者の事後評価（後追い調査）を行い、研修
修了者の動向を把握する。

◎これまでの実績を経年的に把握する。

◎近隣県及び団体等の研修実施状況を把握する。

⇒すべて説明資料・報告書として活用。
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（１）概要

①対 象：保健指導研修修了者（平成19～21年度） 702名

②目 的：保健指導研修修了者の状況把握及び研修の効果測定

③調査方法：郵送調査法（自記式）

④調査期間：平成22年7月中旬～下旬

⑤回収数（率）： 334名（47.6％）

４．保健指導事後評価アンケートの取組

（２）主な結果

①本研修が業務の役に立ったか

とても役に立った まあまあ役に立った あまり役に立たなかった 全く役に立たなかった 無回答

35.3% 61.7% 2.1% 0.6% 0.3%
97％が役に立ったと回答

②本研修のどのようなところが業務の役に立ったか
講義の内容・資料 研修体系 演習 受講生同士の交流 講義の進め方 その他 無回答

62.3% 21.0% 9.9% 4.3% 1.5% 0.3% 0.6%

③今後どのような研修を受けたいか（複数回答）

具体的な保健指導技術 制度の最新動向 事業評価 行動変容理論 他の実践事例 生活習慣病の病態生理 事業計画策定 精度管理

56.3% 52.4% 51.5% 44.3% 32.3% 28.1% 23.4% 18.0%
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４．保健指導事後評価アンケートの取組
④今後受けたい研修内容（職種別）

1位 2位 3位 4位 5位

保健師 事業評価 制度の最新動向 具体的な保健指導技術 行動変容理論 他の実践事例

管理栄養士 具体的な保健指導技術 事業評価 制度の最新動向 行動変容理論 生活習慣病の病態生理

看護師 具体的な保健指導技術 制度の最新動向 行動変容理論 事業評価 他の実践事例

⑤今後受けたい研修内容（所属別）

1位 2位 3位 4位 5位

区市町村 事業評価 精度管理 制度の最新動向 具体的な保健指導技術 他の実践事例

医療保険者 制度の最新動向 事業評価 具体的な保健指導技術 行動変容理論 他の実践事例

特定保健指導機関 具体的な保健指導技術 行動変容理論 制度の最新動向 事業評価 生活習慣病の病態生理

（３）調査結果から明らかになったこと

○ 本研修は、特定健診・保健指導事業の実践に寄与している。

○ 本研修は、知識の習得に加えて、情報交換の場としても活用されている。

○ 所属、職種によって異なるニーズが存在（継続した受講者のニーズ把握の必要性）。

⇒次年度以降の研修内容の改善等に活用
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（参考） アンケート用紙

４．保健指導事後評価アンケートの取組

下記の質問にお答え下さい
各質問の該当する箇所の○を塗りつぶしてください

Ｑ１ あなたが「保健指導研修」を受講した年度をお選び下さい。複数年受講歴のある方は、一番直近の
受講年度をお選び下さい。

平成19年度 平成20年度 平成21年度

О О О

Ｑ２ あなたの研修受講時の業務内容を教えてください。複数の業務を担当されていた場合は、主な業務
を一つだけお選び下さい。

О 特定保健指導実践

О ポピュレーションアプローチ担当

О 管理業務担当（委託管理）

О その他（ ）

Ｑ３ この研修に参加する決め手になったものは何ですか。一つだけお選び下さい。

О 研修会場の利便性

О 参加費が無料

О 講師の人選

О 上司に勧められた

О 仕事上必要だった

О 勉強のため

О その他（ ）

Ｑ４ あなたにとって、当時の業務に本研修は役に立ちましたか。一つだけお選び下さい。

О とても役に立った

О まあまあ役に立った

О あまり役に立たなかった

О 全く役に立たなかった

「とても役に立った」「まあまあ役に立った」と回答した方 ⇒ Ｑ４ー①へ

「あまり役に立たなかった」「全く役に立たなかった」と回答した方 ⇒ Ｑ４－②へ

２

Ｑ４－① 「とても役に立った」「まあまあ役に立った」と回答された方にお伺いします。

そのように感じた理由は何ですか。一つだけお選び下さい。

О 研修体系（基礎から保健指導及び事業評価までを網羅した研修）

О 講義の内容及び資料

О 講義の進めかた

О 受講生同士の交流

О 演習（グループワーク・ロールプレイ等）

О その他（ ）

Ｑ４－② 「あまり役に立たなかった」「全く役に立たなかった」と回答された方にお伺いします。

そのように感じた理由は何ですか。一つだけお選び下さい。

О 研修体系（基礎から保健指導及び事業評価までを網羅した研修）

О 講義の内容及び資料

О 講義の進めかた

О 受講生同士の交流

О 演習（グループワーク・ロールプレイ等）

О その他（ ）

Ｑ５ あなたの現在（平成22年4月現在）の業務を教えてください。複数の業務を担当されている場合は、
主な業務を一つだけお選び下さい。

О 特定保健指導実践

О ポピュレーションアプローチ担当

О 管理業務担当（委託管理）

О その他（ ）

Ｑ６ 特定健診・保健指導事業に関して、現在、あなたにとって関心のある事柄は何でしょうか。

知りたいと思う項目をお選び下さい。（複数回答）

О 制度の詳細・今後

О 事業の計画・運営

О 行動変容理論

О 生活習慣病の病態・生理

О 具体的な保健指導技術（食生活・運動・たばこ等）

О 委託先の質の確保

О 事業評価・改善

О 他保険者等の取組

О その他（ ）３
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（参考）アンケート用紙

４．保健指導事後評価アンケートの取組

Ｑ７ 今後、特定健診・保健指導事業に関してどのような研修を受けたいと思いますか。

受けたいと思う項目をお選び下さい。（複数回答）

О 制度の最新動向

О 事業計画策定のノウハウ

О 行動変容理論に基づく実践法

О 生活習慣病の病態・生理

О 具体的な保健指導技術（食生活・運動・たばこ等）

О 委託先の進行・精度管理

О 事業評価・データ分析

О 他保険者等の実践事例

О その他（ ）

Ｑ８ 東京都が実施する特定健診・保健指導事業従事者養成研修全体（基礎研修・保健指導研修・事業評
価研修・保健指導スキルアップ研修）関して、ご意見等がございましたらご記入下さい。

最後にあなたについて教えてください。

○性別 男性 女性

О О

○年齢 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-

О О О О О О

○職種 医師 保健師 管理栄養士 看護師 その他（ ）

О О О О О

○所属 О 区市町村

О 医療保険者（健保・共済組合含）

О 特定保健指導機関（病院・診療所含）

О その他（ ）

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。

４
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５．研修の改善（平成23年度）

（１）研修回数

基礎研修（2.5時間×5回）
⇒

基礎研修（2.5時間×4回）

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

保健指導研修（9時間×6回）
⇒

保健指導研修（9時間×5回）

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

事業評価研修（6時間×8回）
⇒

事業評価研修（6時間×4回）

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

保健指導スキルアップ研修（8回）

⇒
保健指導スキルアップ研修（16回）

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

（２）研修内容等

◇受講実績を踏まえて、規定研修の回数を削減。
◇これまで育成した人材の質の向上を目的とした保健指導スキルアップ研修を増強。

◇保健指導スキルアップ研修の目的を４つのカテゴリーに整理
「具体的な保健指導技術に関する研修」 「行動変容が得にくい事例への保健指導に関する研修（行動変容理論） 」
「保健指導の評価に関する研修 」 「その他、最新の知見に関する研修」

◇未受講機関への働きかけの強化。未受講機関の優先受講、個別通知の工夫等。

◇研修において、講義形式ばかりでなく、グループワークや意見交換の時間帯を設定。

◇来年度が計画※最終年度であり、研修において、最新の動向を意識的に発信。

※各医療保険者が策定している特定健診等実施計画
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（１）研修事業におけるアウトカム評価の確立

研修により生み出される成果・効果（アウトカム）を測定し、実践に役立つ
研修カリキュラムの提供。

（２）事業のパートナーシップの強化

実施主体と委託先との連携に加え、同目的の研修を実施する団体等との
情報交換、共有を図る （研修界のガラパゴス化にならないように）。

（３）今後の特定健診・保健指導制度の動向に注視

制度全体の最終評価。見直しに伴う研修ガイドラインの改定はいつ？

６．今後に向けて


